
1　職員の任免及び職員数に関する状況

(1)採用・退職者の状況

(2)職員数の状況

(各年4月1日現在)

（注） １　職員数は、一般職（嘱託職員及び臨時職員を除く。）に属する定員管理上の職員数です。

２　［　　　］内は、条例定数の合計です。

３　定員管理上、下水道及びその他（国保、介護等）は、公営企業等会計部門に含まれます。

2　職員の給与の状況

(1)総括

 ①人件費の状況（普通会計決算）

（参考）

増　減　数

人　数

70

3

0

3採用者数（H28.4.2～H29.4.1)

平成29年4月1日現在の職員数 70

0

平成28年4月1日現在の職員数

退職者数（H28.4.1～H29.3.31)

飯舘村人事行政の運営等の状況の公表に関する条例に基づき、人事行政の運営等の状況について公表します。

区　分

退職者数（H29.4.1）

人件費
区分

平成27年度の人件費率Ｂ／Ａ　　　

6,128

千円 ％

731,217377,790

　
区　　分

28年度
人　 千円

職　　員　　数

税務 5

千円

歳出額　

Ａ

住民基本台帳人口

（平成29年1月1日）

飯舘村人事行政の運営等の状況について

実質収支 人件費率

Ｂ

％

7.97.110,315,305

対前年
増減数

主な増減理由
平成28年 平成29年

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

議会 2 2 0

総務 20 19 △ 1 飯野支所窓口業務廃止に伴う減

5 0

民生 6 5 △ 1 健康福祉課内の事務見直しによる減

衛生 9 11 2 保健相談活動の業務増

労働 0 0 0

農林水産 5 4 △ 1 農業委員会事務の見直し

商工 2 2 0

土木 4 6 2 農林土木係の新設

計 53 54 1

教育部門 9 9 0

△ 1

小　計 62 63 1

公
営
企
業
等

会
計
部
門

その他 8 7 △ 1 後期高齢医療業務の見直し

小　計 8 7

合　　計
70 70 0

[81］ [81］
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 ②職員給与費の状況（普通会計決算）

（注） １　職員手当には退職手当を含んでいません。

２　職員数は、平成29年4月1日現在の人数です。

３　給与費については、再任用職員（短時間勤務）の給与費が含まれており、職員数には当該職員を含んでいません。

(2)職員の平均給与月額、初任給等の状況

 ①職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成28年4月1日現在）

 　 一般行政職

歳 円 円

歳 円 円

 ②職員の初任給の状況（平成28年4月1日現在）

円 円

円 円

 ③職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成28年4月1日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

平均年齢

飯舘村

区　　　分

148,700
一般行政職

390,991

331,816

368,517344,467

高　校　卒

-

人

給料

96,598

期末・勤勉手当

千円千円

97,794

平均給与月額

職員手当

経験年数30年経験年数25年経験年数20年

324,091

国

-

28年度

Ａ

千円

区分
職員数

39.5

平均給料月額

-

176,700

区　　　分
以上15年未満

区分

国 43.6

高　校　卒

63 248,816

181,700大　学　卒

千円

　　　 計  Ｂ

給与費

443,208

一般行政職

※　-　は当該階層別職員数が3名以下となるため未記載

144,600

飯舘村

-

以上25年未満 以上30年未満

大　学　卒

経験年数10年

以上35年未満

--280,000
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(3)　一般行政職の級別職員数等の状況

 ①一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（平成28年4月1日現在）

（注） １　飯舘村の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

2 人

構成比標準的な職務内容 職員数

3.6%

区　　分

14.3%

６級 総務課長・参事

主事・教諭

３級 主査・教諭

２級

１級

４級

５級

10.7%副主査・教諭 6 人

26.8%15 人

8 人

主任主査兼係長・主任技査兼
係長・幼稚園副園長・社会福
祉協議会派遣事務局長

課長・議会事務局長・会計管
理者兼農業委員会事務局長・
飯野支所長・主任主幹

12 人 21.4%

13 人 23.2%

平成28年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比 

６級 3.6% 1.8% 5.4%

５級 21.4% 17.5% 9.5%

４級 23.2% 28.1% 31.1%

３級 26.8% 26.3% 37.8%

２級 10.7% 10.5% 5.4%

１級 14.3% 15.8% 10.8%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%
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(4)　職員の手当の状況

 ① 期末手当・勤勉手当

（注） （　　）内は、再任用職員に係る支給割合です。

 ② 退職手当（平成28年4月1日現在）

　勤続20年 　勤続20年

　勤続25年 　勤続25年

　勤続35年 　勤続35年

　最高限度額 　最高限度額

　定年前早期退職特例措置(2％～20％加算）

１人当たり平均支給額

（注） １　退職手当の１人当たり平均支給額は、平成27年度に退職した職員に支給された平均額です。

 ③ その他の手当（平成28年4月1日現在）

日額5,100円

毎年11月から翌年の3月までの各月の

初日に寒冷の地域に在勤する職員に

支給

基準日における地域の区分及び職員の

世帯等の区分に応じた額

日直業務に従事した場合に支給

国

49.59

異なる

国

国の制度
との異同

手当名

-

月分

月分

（加算措置の状況）

　その他の加算措置

通勤手当

異なる

同じ

月分 49.59

扶養手当

住居手当

月分

（支給率）

20.445

（支給率）

29.145

41.325

月分 月分

29.145 月分

(1.40）月分

自己都合

（0.75）月分

一人当たり平均支給額（平成27年度）

飯舘村

期末手当

1,412千円

1.60月分

　その他の加算措置

月分

月分

20.445

月分月分

49.59

支給額

-

支給額異なる

支給額等

支給額

支給額等

月分

（平成27年度支給割合）

月分41.325

飯舘村

（加算措置の状況）

宿日直手当 異なる

管理職手当
（給料の特別調整

額）

49.59

千円

異なる

片道2ｋｍ以上の通勤距離に応じた額

管理または監督の地位にある職員の

級のうち、規則で指定する職にある

職員に支給

34.5825

職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　5～15％

2.55月分 2.60月分

勧奨・定年 応募認定・定年自己都合

国の制度と異
なる内容

34.5825

月分25.55625

（1.45）月分

勤勉手当 勤勉手当

（平成27年度支給割合）

22,076

（0.70）月分

1.60月分

・管理職加算　10～25％

・役職加算　5～20％

月分

　定年前早期退職特例措置(2％～45％加算）

49.5949.59

月分

寒冷地手当

期末手当

職制上の段階、職務の級等による加算措置

25.55625

運賃相当額が61,000円以下については

運賃相当額、超える場合は61,000円に

その超える額の1/2の額

（交通用具使用者）

（交通機関利用者）

内容及び支給単価

扶養親族のある職員に支給

配偶者に13,000円　等

借家島に居住している職員（月額9,500

円を超える家賃を支払っている場合）

家賃に応じて支給
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3　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

(1)職員の勤務時間の状況

　①勤務時間

　1週間当たり38時間45分　

　月曜日から金曜日までの5日間に1日7時間45分

　（午前8時30分から午後5時15分まで）

　②休日

　・国民の祝日に関する法律に規定する休日

　・年末年始（12月29日から翌年の1月3日まで）

(2)休暇制度の概要

　職員の休暇は、法律並びに国や県の制度に準じ、年次有給休暇などが設けられています。

4　職員の休業の状況

(1)育児休業の取得状況

　平成28年度に育児休暇を取得した職員は3名でした。うち3名とも、平成28年度中に新規取得したものです。

　育児休業とは、職員が任命権者の承認を受けて、その3歳に満たない子を養育するため、子が3歳に達する日

までを限度として、職務に従事しないことを可能とする制度であり、育児休業の期間中は、給与は支給されま

せん。

5　職員の分限及び懲戒の状況

(1)分限処分の状況（平成28年4月1日）

該当なし

(2)懲戒処分の状況（平成28年4月1日）

該当なし

6　職員の服務の状況

　職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、かつ、職務の遂行に当たっては、全力を挙げて

これに専念しなければなりません。また、法令等及び上司の命令に従う義務、信用失墜行為の禁止、秘密を

守る義務、職務に専念する義務、政治的行為の制限、争議行為等の禁止、営利企業等の従事制限などの義務

や制限が課されています。

　これらの服務規律を保持するため、懲戒制度の適切な運用に努めているほか、職員に対して注意を喚起し、

その徹底を図っています。

7　職員の退職管理の状況

　地方公務員法第38条2の規定により、営利企業等に再就職した元職員が現職職員への働きかけをすることを

禁止するなど、適正な退職管理に取り組んでいます。

8　職員の研修の状況

　職員の公務能率の発揮と増進を図るため、ふくしま自治研修センターの研修をはじめ各種研修を計画的に

実施しています。

概要 内容

負傷または疾病のため療養する必要があり勤務す
ることができない場合の休暇

病気休暇 90日

-
1暦年20日
（前年度繰越により最大40日）

年次有給休暇

特別休暇 選挙権の行使、結婚、出産等　規則で定める休暇 休暇ごとに定められた日数

配偶者、父母、子、配偶者の父母など負傷・疾
病・老齢などにより2週間以上日常生活を営むこと
について支障がある者の介護をするため、勤務し
ないことが相当であると認められる場合の休暇

介護休暇
6月（分割取得可）
時間の場合3年（1日2時間以内）
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9　職員の福祉及び利益の保護の状況

　心身ともに健康に職務を遂行できる環境を構築するため、村・共済組合・互助において、職員の健康管理、

福利厚生などの事業を行っています。

10　職員の人事評価の状況

　職員が自らその職務に対して目標設定・自己評価を行い、評価者（所属長等）がこれを評価することにより、

職員の自主的な能力開発や業務の改善等がより一層期待できるとともに、組織全体の能率・能力の向上、さら

には人材育成を図ることを目的に、平成28年12月から人事評価制度を導入しました。

11　勤務条件に関する措置の要求の状況

該当なし

12　不利益処分に関する審査請求の状況

該当なし
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